
平成20年3月26日～27日

専門職大学院「MOT]
プログラム点検書

（試行用）



番号 点検項目 結果 根拠・指摘事項

1
目的および入学

者選抜

基準１　目的および入学者選抜
・各専門職大学院の目的が明確に定められてお
り、その内容が、学校教育法に適合するもので
あり、当該目的が周知、公表されていること。
・入学者受入方針（アドミッション・ポリ
シー）に沿って適切な学生の受入が実施され、
機能していること。
・実入学者が教育目標を達成する上で支障がな
い範囲に管理すること。

1(1)
（設置目的）

　各技術経営系専門職大学院の設置目的は、学
校教育法第６５条第２項および大学院設置基準
第１条２に大綱的に準拠し、かつ専門職大学院
設置基準要綱第二の１（専門職学位課程の目
的）「専門職学位課程は、高度の専門性が求め
られる職業を担うための深い学識及び卓越した
能力を培うことを目的とすること」に整合、す
ること。例えば、「技術社会が直面する技術経
営上の諸課題の発見、展開、解決方法の実践的
知見を涵養できる教育であること」を共通の設
置目的とし、詳細については各大学院の特徴に
基づきその方針に委ねられる。

5

中堅・中小企業の経営者、管理者とその後継者
およびベンチャー起業家を対象に新製品・新事
業の効果的開発手法などの実践的教育を行うこ
とを明確にしており、技術経営系専門職大学院
の設置目的に整合している。

1(2)
（開示）

　上記の設置目的は、当該大学を構成する教職
員、学生に周知され、また社会に印刷物やホー
ムページ等により広く開示され、志願者の便に
供するとともに、社会一般からも認知されるよ
うに努めなければならない。

5

パンフレット、ホームページ、学校説明会、
オープンキャンパス当で上記の方針が周知され
ている。また、研究科ホームページとは別にブ
ログ感覚のWeb情報発信チャネルを設置・運営
している点は高く評価できる。

1(3)
（アドミッショ
ンポリシー）

　設置目的に対応したアドミッションポリ
シー、すなわち志願者に求める能力、意欲、適
性、経験などについて、各大学院の基本的な方
針を定め公表･周知しなければならない。この場
合、技術経営系大学院においては、実務経験を
有する社会人を主たる対象とし、併せて学部新
卒者やダブルメジャー者をも受け入れることか
ら、この点に配慮したアドミッションポリシー
を立てなければならない.

3

概念的なアドミッションポリシーの提示に終
わっており，具体的な顧客像（希望する受験者
層）を明確にする必要がある。

1(4)
（入学試験）

　各大学院は、アドミッションポリシーに沿っ
て、入学試験の内容・方法と適切な実施体制を
整備し、公正な試験を実施しなければならな
い。この場合、一般的な大学院入学試験とは異
なり、社会人の入学志願者を配慮した対応に努
めなければならない。

4

学歴を問わず、一定の実務経験と業績で入学希
望者に門戸を開放している点は評価される。た
だし、入学資格判定基準は更に基準を明確にす
る事が望まれる。

1(5)
（入学定員等）

　各大学院にあっては、設置許可時における入
学定員および収容定員を明示し、実入学者数お
よび実収容者数が教育目標を達成する上で支障
がないようにその適正化に努めなければならな
い。

3

30名という定員設定は，教員数，施設状況から
適切である。ただし、平成20年度は大幅に定員
割れとなっているので、入学者確保のためのさ
らなる工夫が必要である。



番号 点検項目 結果 根拠・指摘事項

2
教育課程

基準２　教育課程
・教育課程が理論的教育と実務的教育の架橋に
留意しつつ、学専門職大学院の目的に照らして
体系的に編成されており、その内容、水準、授
与される学位名との関係において適切であるこ
と。
・教育課程を展開するにふさわしい授業形態、
学習指導法等が整備されていること。
・成績評価や単位認定、修了認定が適切であ
り、有効なものとなっていること。
・学習を進める上での履修指導が適切に行われ
ていること。

2(1)
（教育目標）

　各大学院の定める設置目的に沿って、各大学
院にあっては、技術経営に必要な実践的知見を
修得させ、併せて高い倫理観および国際的視野
を持つ専門家人材を養成することを基本とし、
具体的な教育目標を設定しなければならない。

5

設置目的に沿った適切な教育目標が設定されて
いる。

2(2)
（基本的観点）

　技術を基にビジネスを展開できる能力を付与
するために、例えば、技術分野の科目を基礎と
し、マネジメント分野の基幹科目として企業等
組織、経営戦略、技術･生産管理、マーケテイン
グ、企業財務等を適切に組み合わせるなど、各
専門職大学院の設置目的に応じた教育課程を編
成しなければならない。

4

経営学系科目群に若干偏重がみられるものの，
設置目的を十分に果たしうるものである。

2(3)
（教育課程の編

成）

　理論的教育と実務的教育とが巧みに架橋さ
れ、技術経営系専門職大学院の設置目的を十分
に達成できるように教育課程が体系的に編成さ
れていなければならない。この場合、各専門職
大学院における実践的能力付与に向けた科目設
置の考え方と特色を明確にし、教育課程（カリ
キュラ）の全体構成、基本分野科目、応用･展開
科目、ケーススタディ等プロジェクト科目など
に分類し、教育目標達成に向けたキャリアアッ
プルートの実際等を明示しなければならない。
推奨履修単位数の配分は各大学院の教育上の判
断に委ねられるが、技術経営系専門職大学院の
設置理念に鑑み、修了要件である単位数のう
ち、基本科目群を１／４程度、応用・展開科目
群を１／２程度、実践的プロジェクト科目群を
１／４程度として指導することが望ましい。

4

教育課程の編成は育成すべき人材別に良く整理
されている。ただし、1年の短期コースである
ため、基礎科目の履修時間が少々短いように見
受けられる。

2(4)
（教育内容）

　各科目の教育内容は、最新の研究技術および
ビジネス動向を的確に反映し、関連する職業分
野の要望に十分対応できるよう精査され、結果
として各大学院の教育内容の水準が、当該職業
分野の期待に応えられるように努めなければな
らない。

3

技術経営のドライビングフォースとなる技術に
関する分野が十分とはいえない。また、リベラ
ルアーツの素養が経営者としての資質、ひいて
はコンプライアンスの基本を構築するので、こ
うした視点を補足する必要がある。

2(5)
（履修上の配

慮）

　学生が科目内容を十分に理解し、かつ実践に
展開・活用できることを配慮して単位付与する
ことを基本とし、そのため各大学院が定める履
修期において、科目登録数の上限設定の取り組
みを含め、単位の実質化への配慮をしなければ
ならない。併せて、学生の履修に配慮した適切
な時間割の設定がなされていることが求められ
る。

4

1年間で学位取得ができるように配慮がなされ
ている。ただし、各学期ごとの科目登録数の上
限設定の考え方を明確する必要がある。

2(6)
（履修年限）

　標準修業年限は２年間を基本とするが、実務
経験保持者等の学生を対象に各大学院の判断に
より１年制コースを設けることができる。この
場合、各大学院の設置目的に照らして十分な成
果が得られるように適切なカリキュラムが編
成・実施されなければならない。

5

設置目的に適合した1年制コース設定である。
ただし、修業年限が通常の半分であることを強
く認識して、今後とも教育方法等に工夫を重ね
る必要がある。

2(7)
（多様性への対

応）

　学生の多様なニーズ、学術の発展動向、社会
からの要請等に対応した教育課程の編成（例え
ば、他研究科の授業科目、他大学との単位交
換、インターンシップによる単位認定等）に配
慮しなければならない。

4

学生のニーズに対応し、人気科目の春秋２期開
講、修了生の無料聴講制度などの配慮がなされ
ているが、基本的な教育課程編成に止まってお
り、他大学との単位互換等について検討すべき
である。



2(8)
（教育方法）

　技術経営分野における総合的問題解決能力を
涵養するため、各講義科目を講義、事例研究、
グループ討議、発表、ケースメソッド等を組み
合わせて構成するとともに、フィールドスタ
ディ、インターンシップ、ケーススタディ、プ
ロジェクトプラン等のプロジェクト科目を適切
に組み合わせて全体を構成することに努めなけ
ればならない。

4

コミュニケーションツールとしての文章力（論
理構築力、説明能力を含む）を習得させる教育
が不十分である。更に適切な教育方法の組み合
わせが望まれる。

2(9)
（クラス構成）

　各講義科目の受講学生数が、講義方法、施
設、設備等の教育上の諸条件を考慮して、教育
効果が十分に上げられる適切な人数となってい
るようにしなければならない。

4
定員定員30名なので、特別にクラスを編成する
必要性が認められない。

2(10)
（シラバス）

　教育課程の編成の趣旨に沿って、授業計画、
授業の内容･方法等が明記された適切なシラバス
が作成され、活用されていなければならない。

4

シラバスに科目の達成基準が明記されていな
い。

2(11)
（通信教育等）

　通信教育を行う場合には、面接授業（スクー
リング）もしくはメディアを利用して行う授業
の実施方法が整備され、適切な指導が行われな
ければならない。

通信教育は行っていないので対象外

2(12)
（履修指導等）

　履修指導および学習相談が、履修暦や実務経
験の有無等の学生の多様性を踏まえて適切に行
われなければならない。

3

オリエンテーションなどは行われているが十分
ではない。１年制の短期履修コースであるた
め、学生の修学状況に適応して履修指導や学習
相談をきめ細かく行う必要がある。

2(13)
（成績評価）

　明確な成績評価基準が学生に公開され、それ
に従って、成績評価と単位認定がなされなけれ
ばならない。

3

評価基準が明確でない部分があり、その結果、
成績評価が教員個人に委ねられ過ぎている。

2(14)
（修了要件）

　各専門職大学院の教育目的に応じた修了認定
基準が策定され、学生に周知されなければなら
ない。

5
適切な修了要件となっている。

2(15)
（学位）

　学位としては、技術経営修士（専門職）等と
し、各大学院の決定に委ねられる。 5

適切である。

2(16)
（教育情報の共

有）

　学生の学習状況や各教員の授業内容、指導方
法について、教員間で情報が共有され、必要な
対応が図られなければならない。

3
1年制のコースなので各科目間の連携、教員間
の調整は極めて重要であり、更なる努力が望ま
れる。

2(17）
（社会人学生

等）

　技術経営系大学院においては、社会人学生が
多いことを配慮した教育課程になっていなけれ
ばならない。

4
授業のＤＶＤ保存、活用が有効に行われてい
る。ただし、様々な履歴を有する学生に対する
基礎科目群の設定が若干不十分である。



番号 点検項目 結果 根拠・指摘事項

3
教育の成果

基準３　　教育の成果
・各専門職大学院の目的において意図してい
る、学生が見につける学力、資質・能力や養成
しようとする人材像等に照らして、教育の成果
や効果が上がっていること。

3(1)
（定量的評価）

　各学生の単位修得、修了の状況および関連資
格取得の状況等から判断して、学位授与に相応
しい教育成果が保証され、また学生全体の就
学・修了等の定量的状況から、各専門職大学院
の目的に照らした教育の成果や効果が十分に挙
がっていると判断できなければならない。

3

取得単位状況等のデータが示されておらず，定
量的な評価は不十分である。

3(2)
（学生による評

価）

　学生による授業評価等および意見聴取の結果
を参考にして、各専門職大学院の目的に照らし
た教育の成果や効果が挙がっていると判断でき
なければならない。

4

在学生・修了生インタビューより学生の満足度
は比較的高いことが認められた。しかし、学生
による授業評価が十分に教育改善に活かされて
いないので、教育成果につながる組織的取組を
整備する必要がある。

3(3)
（進路状況）

　修了後の進路の状況が、技術経営系専門職大
学院の教育付加価値をもとに、社会での活躍等
の実績や成果に十分反映していると判断できな
ければならない。この場合、修了後の進路の状
況等の実績や修了生や就職先等の関係者からの
意見聴取の結果等から判断して、各専門職大学
院の目的に照らした教育の成果や効果があがっ
ていると判断できなければならない。

4

修了後のフォロー調査が望まれる。



番号 点検項目 結果 根拠・指摘事項

4
教員組織等

基準４　教員組織等
・教育課程を遂行するために必要な教員が適切
に配置されていること。
・教員の採用及び昇格等の基準が、適切に定め
られ、運用されていること。
・教育の目的を達成するための基礎となる研究
活動等が行われていること。
・教育課程を遂行するために必要な教育支援者
が適切に配置されていること。

4(1)
（編成）

　各大学院においては、専門職大学院設置基準
で規定される教員組織編制に基づく基本方針を
有しており、それに基づいた教員組織編制が実
行されていなければならない。

4

適切に教育組織編制が実行されているが、教員
の年齢構成を考慮することが望まれる。

4(2)
（教員数）

　専門職大学院設置基準で規定する必置教育数
を最低限度とし、各専門職大学院の教育課程を
遂行するために必要な次の各号のいずれかに該
当し、かつ、その担当する専門分野に関し高度
の教育上の指導能力があると認められる専任教
員が確保されていなければならない。
①専攻分野について、教育上または研究上の業
績等を有する者
②専攻分野について、高度の技術･技能を有する
者
③専攻分野について、特に優れた知識および経
験を有する者

5

設置基準並びに教育課程上，十分な数の専任教
員を確保している。

4(3)
（教員の業績

等）

　教員の過去における教育上または研究上の業
績等、各教員がその担当する専門分野につい
て、教育上の経歴や経験、教育上の指導能力を
有することを示す資料が、自己点検および評価
の結果の公表その他の方法で開示され、その資
料が本基準に基づく認証評価においても開示さ
れなければならない。

3

教育上の指導能力を有することを示す資料がな
い。至急、収集・整理し、開示する準備をする
必要がある。

4(4)
（実務家専任教

員）

　専任教員のうち、専攻分野における概ね5年以
上の実務の経験を有し、かつ、高度の実務の能
力を有する者（以下、実務家専任教員という）
が、「文部科学大臣が別に定める数」の概ね3割
以上に相当する人数置かれていなければならな
い。

5

専任教員14名のうち6名が実務家教員であり、
設置基準並びに教育課程上，適切である。

4(5)
（授業科目の担

当）

　各専門職大学院において教育上主要と認めら
れる授業科目については、原則として専任の教
授または准教授が配置されていることが望まし
い。

4

主要と思われる科目は専任教員が担当してい
る。

4(6)
(採用指針等）

　各専門職大学院の目的に応じて教員組織の活
動をより活性化するための適切な措置、例え
ば、サバティカル制度、任期制、公募性、テ
ニュア制度等の導入、年齢および性別のバラン
スへの配慮、外国人教員の確保等が、が講じら
れていることが望まれる。

3

任期制等の導入は適切であるが，教員組織の活
動を活性化するための措置については検討の余
地がある。

4(7)
（採用要件等）

　教員の採用基準や昇格基準等が明確かつ適切
に定められ、運用されなければならない。この
場合、特に教育上の指導能力の評価が十分に行
われていることが望まれる。

5

基準が明確であり、適切に運用されている。

4(8)
（活動評価）

　教員の教育活動、ならびに教育内容等と関連
する研究および社会的活動に対する評価方法、
例えば学生による授業評価、ファカルティデベ
ロップメント、自己点検評価による活動状況の
書面提出等、が確立され、定期的な評価が行わ
れていなければならない。また、その結果把握
された事項に対して各教員に対してフィード
バックし、改善、忠告、勧告等の処置がなされ
る制度が確立し、実行されなければならない。
詳しくは、基準6の教員の質の向上および改善を
参照のこと。

3

活動評価システムが計画段階で留まっているの
で、早急に整備・運営する必要がある。



4(9)
（事務組織）

　各大学院の教育課程を遂行するために必要な
事務組織が確立され、必要な職員等が適切に配
置されていなければならない。また管理運営の
ための組織および事務組織が、各専門職大学院
の目的を達成するために、効果的な意思決定が
行える組織形態となっていなければならない。

3

専任職員が事務長１名なので、常勤の事務職員
数に関して考慮が望まれる。



番号 点検項目 結果 根拠・指摘事項

5
施設設備等の教

育環境

基準５　施設設備等の教育環境
・専門職大学院の教育研究組織及び教育課程に
対応した施設・設備並びに図書、学術雑誌等の
教育研究上必要な資料が整備され、有効に活用
されていること。
・学生相談・助言体制等の学習支援及び学生の
経済支援等が適切に行われていること。
・専門職大学院における教育活動等を適切に遂
行できる財政的基礎を有していること。
・各専門職大学院の目的を達成するために必要
な管理運営のための組織及び事務組織が整備さ
れ、機能していること。

5(1)
（施設・設備

等）

　専門職大学院の教育研究組織および教育課程
に対応した施設･設備、例えば講義室、演習室、
実習室、教員室等、が適切に整備され、有効に
活用されていなければならない。

5

社会人学生の履修に便利な立地であり、教育施
設は十分な質と量を備えている。

5(2)
（学生の自主的
学習環境）

　自習室、グループ討論室、情報機器室等が各
大学院の教育目標の達成と教育課程に準拠して
適切に整備され、効果的に活用されていなけれ
ばならない。

4

設備環境は適切であるが，運用面での更なる工
夫が望まれる。

5(3)
（図書等）

　各大学院の教育標の達成と教育課程に準拠し
て、図書、学術雑誌、視聴覚資料および教育研
究上必要な資料が系統的に整備され、有効に活
用されていなければならない。

3

本校との間で電子利用が可能となっているよう
だが全体として図書の利用頻度が少ない。専門
図書を増やす等、更なる充実が必要である。

5(4)
（学生支援等）

　学生が在学期間中に専門職大学院の課程の履
修に専念できるよう、学生の経済的支援および
就学や学生生活に関する相談･助言など、支援体
制が適切に整備され、有効に活用されていなけ
ればならない。また学生がその能力、適正、お
よび志望に応じて、主体的に進路を選択できる
ように、必要な情報の収集･管理･提供、ガイダ
ンス、指導、助言が適切に行われる制度が確立
し、有効に活用されていなければならない。特
別な支援を行うことが必要と考えられる者（留
学生、傷害のある学生等）にあっては、その者
の学習支援、生活支援等が適切に行われるよう
な支援制度が確立し、有効に活用されていなけ
ればならない。特別な支援を行うことが必要と
考えられる者（留学生、傷害のある学生等）に
あっては、その者の学習支援、生活支援等が適
切に行われるような支援制度が確立し、有効に
活用されていなければならない。

4

単なる情報提供に留まらず，適切な支援活動が
組織的に展開されることが望まれる。



番号 点検項目 結果 根拠・指摘事項

6
教員の質の向上

および改善

基準６　教員の質の向上および改善
・教育の状況等について点検・評価し、その結果に
基づいて改善・向上を図るための体制が整備され、
取り組みが行われており、機能していること。
・教員等に対する研修等、その資質の向上を図るた
めの取り組みが適切に行われていること。

6(1)
（自己点検・評

価）

　専門職大学院における学生の受け入れ状況、教
育実施状況および成果や効果について、根拠となる
資料やデータ等に基づいて、自己点検･評価する制
度が確立し、有効かつ組織的に実施されていなけれ
ばならない。

4

根拠資料のより一層の充実が望まれる。

6(2)
（学生からの意見

聴取）

　基準３－２に対応して、学生による授業評価、満足
度評価、学習環境評価等が適切に行われており、教
育実施状況に関する自己点検･評価に適切な形で
反映されなければならない。

5

学生アンケート等により学生からの意見聴取が
適切に行われている。

6(3)
（学外関係者から
の意見聴取）

　各大学院の教職員以外の者、例えば、修了生、就
職先の関係者等の意見や専門職域に関わる社会の
ニーズが教育の状況に関する自己点検/評価が適
切な形で反映されなければならない。

3

外部からの要望、評価等を適切に聴取する組織
的な取組みが必要である。

6(4)
（開示）

　自己点検･評価の結果が専門職大学院内及び社
会に広く開示されなければならない。 3

自己点検･評価の結果を学内だけでなく、広く
社会に開示するために、HP上等で公開する必要
がある。

6(5)
（自己点検･評価
の結果の活用）

　自己点検･評価の結果がフィードバックされ、教育
の質の向上、改善のための取組みが組織的に行わ
れ、教育課程の見直し等の具体的かつ継続的な方
策が講じられなければならない。

4

組織的に対応することが望まれる。

6(6)
（講義内容の継
続的改善）

　各教員は、自己点検･評価の結果に基づいて、そ
れぞれの質の向上を図るとともに、授業内容、教
材、教授技術等の継続的改善を行わなければなら
ない。

4

教員相互の改善が目に見える形で実践されるこ
とが望まれる。

6(7)
（ファカルティ･
ディベロップメン

ト）

　制度が確立し、学生や教員のニーズが反映されて
おり、大学院組織として適切な方法で実施されなけ
ればならない。実務家教員の教育上の指導能力の
向上、および研究者教員の実務上の知見の充実に
努めるようにファカルティデベロップメントが実施され
て、教育の質の向上や授業の改善に結び付いてい
なければならない。

4

FDは改善のための手段であることを認識し，教
授会等での議論が実践される道筋を示すことが
望まれる。


